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エグゼクティブサマリー

信頼は、組織が保有する最も重要な資産の一つで
あり、その価値は日々試されています。文化、運用効
率、規制遵守、企業イメージは、信頼によって形作ら
れると言うこともできます。その信頼の有無、すなわ
ち従業員や第三者が、報告した懸念が報復を恐れる
ことなく適切に受理され対処されると信じているか
どうかを示す、最も明確な指標の一つが内部通報制
度です。

今年の「内部通報・インシデント管理ベンチマーク
レポート」は、4052 の組織から収集したデータを 
反映しており、約 7,700万人の従業員の方 と々、 
2025年に受理された 237万件の報告を対象とした、
同種の調査としては最大規模のデータセットとなっ
ております。経済的不確実性、人員再編、地政学的
緊張、そして人工知能の導入加速が特徴となった近
年、内部通報の動向は、組織とその従業員がこれら
の状況をどのように乗り越えているかについて重要
な示唆を我々に投げかけてくれます。

当社の分析によれば、内部通報制度は広く使用さ
れ、いくつか注目すべき変化はあるものの、その有効
性は維持されています。通報件数は過去最高を更新
し、受付チャネルは進化を続け、事実認定率はやや
穏やかになり、ケースクローズまでの時間の中央値は
上がりました。これらは、通報しやすい環境が整って
きたことと、調査がさらに複雑になっていることを反
映していると思われます。

本レポートは、取締役会、経営層、コンプライアンス
責任者の皆様に対し、スピークアップ文化、調査の
有効性、組織としての対応力を評価する上で有益な
ベンチマークをご提供することを目的としています。
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通報件数は過去最高を更新し、 
組織間のばらつきもさらに拡大 

従業員100人当たり通報件数の中央値は、再び過去
最高値に達しました。従業員100人あたりの中央値
は 2025年に 1.65件となり、過去 2 年間に記録され
た 1.57件という過去最高値から、さらに約5%の 
増加です。これは特に注目すべき点で、これまで経
済的不確実性の時期には、通報者が自分に注目が
集まることを懸念し、通報件数が減少する傾向があ
りました。コロナ流行時には、その傾向が顕著に見
られました。 

全体の通報件数の増加と一致して、通報件数が非
常に少ない組織は減少し、逆に従業員100人あたり
の通報件数が高い組織が増えています。大企業を
除くほぼすべての組織規模で通報件数が増加しま
した。なお、大企業についても、依然として過去5年
間の高水準に近い状態を維持しています。 

Web、ホットライン、その他のチャネルなど、すべて
の受付チャネルを追跡している組織は、限定的な
チャネルのみを追跡している組織と比べて、懸念
事項に対する可視性が一貫して高い傾向がありま
す。コンプライアンス担当者にとって、これは改めて
明確な現実を示しています。すなわち、受付状況の
追跡の網羅性が、リスクの把握精度に直接影響す
るということです。組織の全体的なリスクプロファ
イルを理解するためには、すべての報告チャネルを
モニタリングすることが不可欠であることは変わり
ません。

同時に、通報件数が増加したことで対応体制にこれ
まで以上の負荷をかけることになり、その影響はケ
ースクローズまでの期間が延びている点に表れてい
ます。

通報件数の増加がケースクローズ 
所要時間延長の原因に 

今年のデータで最も重要な発見の一つは、ケースク
ローズまでの期間に関する結果です。ケースクロー
ズ時間の中央値は前年の 21日から 28日へと 7日延
び、33%の増加となりました。この傾向は組織規模
にかかわらず見られ、ほぼすべてのリスクタイプで
調査期間の長期化が確認されています。 

これまで比較的早期に解決される傾向にあった 職
場での礼節（Workplace Civility） においても、顕著
な増加が見られました。中央値は 19 日から 31 日へ
と延びています。これは、ケースの事実関係が複雑
化している可能性や、リソースの変動、ワークフロー
の変化により、検証やレビューのプロセスが追加さ
れたことの表れかもしれません。こうしたケース調査
の遅延は職場文化に悪影響を与える恐れがあるた
め、この指標は継続的に注視する必要があります。

朗報は、100日以上未解決になっているケースの割
合が減少したことです。しかし、10日以内にクローズ
されたケースは大幅に減少しており、対応体制への
負荷が高まっていることが示唆されます。 

ベンチマークデータだけでは根本原因を特定するこ
とはできませんが、いくつかのマクロ要因が調査期
間に影響している可能性があり、これらを検討する
価値があります。たとえば、人員削減や地政学的・
経済的プレッシャーの高まりが、より複雑なケース
の増加や、レビュー期間の長期化につながっている
と考えられます。
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さらに、本レポートとしては今回が初めての観点とな
りますが、AI 利用ツールのケース管理プロセスへの
統合が進むことで、手順が追加される可能性があり
ます。たとえば、自動分析の後に人による検証を行う
ことです。これによってより深い洞察が得られるもの
の、時間が延びてしまうことが考えられます。

要因が、業務量の増加、ケースの複雑化、プロセス
調整のいずれであるかにかかわらず、ケース解決をタ
イムリーに行うことは、通報者の信頼を維持するた
めに欠くことができません。

通報傾向は、組織が直面するリスク領域の 
変化を反映する 

「職場での行為」はこれまでも、受領された通報の
中で最も大きなカテゴリであり、その中で最も多い
リスクタイプの位置を占めているのが 「職場での礼
節」です。しかし、本年は「職場での行為」全体の通
報件数がわずかに減少しました。 

一方で、職場での礼節、報復、政治活動、環境、差し
迫った脅威など、いくつかのリスクタイプでは、報告
頻度・中央値のいずれも増加が見られます。これら
のカテゴリはより深い事実確認を必要とする場合が
多く、2025年に見られた調査期間の長期化の一因
になっている可能性があります。

報復の通報は、上級管理職が特に注意すべき領域
です。通報件数は増加したものの、事実認定率は低
下し（後述）、ケースクローズまでの中央値は32日か
ら35日に延びました。報復への懸念は、従業員が安
心して声を上げられるかどうかに大きく影響します。
そのため、取締役会や経営層は、この指標を継続的
に注視する必要があります。報復の通報件数が少な
いことは、必ずしも報復リスクが低いことを意味しな
いからです。

財務関連の通報傾向は、コロナ時の変動を経て引
き続き正常化に向かっています。会計、監査、財務
報告、資産の誤用を含む財務および資産関連の懸
念は、過去のレベルに近づきました。 

これらすべてを踏まえると、スピークアップ制度は、
より幅広い組織リスクを表面化させていることが示
唆されます。経営陣が注意すべきは、調査がより複
雑で部門横断的になる可能性であり、コンプライア
ンス、人事、法務、オペレーションなどの間で、これ
まで以上の連携が必要になることです。

事実認定率はわずかに低下したものの、 
歴史的には依然として高い水準に 

2024年に過去最高を記録した後、2025年の全体的
な事実認定率はわずかに低下しました。中央値は
44%と、前年から2 ポイント下がりましたが、コロナ
以降の期間を特徴づける「40%台半ば」の範囲内
にとどまっています。減少自体は注目に値するもの
の、長期的な傾向と比較すると、依然として高い水
準にあります。

頻度の観点では、24のリスクタイプのうち9タイプ
が50%以上の事実認定率を示しました。中でも、 

「人・動物・財産に対する差し迫った脅威」は、 
最も事実認定される確率が高く、83%という高い 
事実認定率となりました。内部報告制度は緊急サ
ービスではありませんが、この一貫して高い事実認
定率は、深刻な安全上の懸念を特定・検証する上
で、スピークアップ制度が果たす重要な役割を浮き
彫りにしています。また、国際取引に関連する事案
は 56%の確率で実証され、規制監視が進化する領
域では、引き続き継続的な監視が重要であること
が示されています。
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「職場での行為」カテゴリに含まれる 7 つのリスク
タイプのいずれも、事実認定率50%以上には達しま
せんでしたが、職場での行為カテゴリ全体の中央値
は過去 5 年間にわたり 38～40% と、非常に安定し
た水準を維持しています。このような安定性は、事案
ごとに状況が複雑で事実関係が微妙に異なること
が多いこのカテゴリにおいて、評価基準が一貫して
適用されていることを示唆しています。

報復に関する通報の事実認定率は16%で、前年比で
2ポイント低下し、全体と比べても大幅に低い水準と
なりました。報復への恐れが従業員の通報行動に大
きく影響することを考えると、この差は慎重な監視
を必要とします。取締役会や上級管理職は、報復の
申し立てについて適切な厳格さで調査が行われてい
ることを確認するとともに、組織として、メッセージ
や実行が報復への懸念に積極的に対処しているかを
確かめる必要があります。

通報件数が増加し、規制の優先事項が変化し、ケー
スが複雑化している状況を踏まえると、事実認定率
がある程度緩やかに低下することは、必ずしも予想
外ではありません。

より段階的で多様な対応を反映する是正措置

対応後の措置内容のデータを見ると、組織がより慎
重かつ区分された是正措置を適用していることが示
されています。事実認定されたケースにおいて 「措
置なし（No Action）」 となる割合は過去 5 年で最も
低い水準に減少しており、組織がより積極的に対応
を取っていることがうかがえます。同時に、トレーニ
ング や 懲戒処分 が対応後の措置として増加する一
方で、雇用契約の終了は、資産の不正使用や会計・
監査・財務報告など、主要なリスクカテゴリのいくつ
かで減少しました。

これらを総合すると、より段階的なアカウンタビリテ
ィ（責任を取らせること）のアプローチ が進んでいる
と言えます。端的に解雇へ進むのではなく、教育や
記録に残る懲戒処分、監督の強化などによって改善
への期待を強調するケースが増えていることが示さ
れています。ただし、この変化には意図せざる影響
も考えられます。

教育や懲戒処分の記録は、配慮ある適切な対応で
ある場合が多いものの、解雇に比べると従業員全体
から見えにくい という特性があります。是正措置が
外から見えにくい場合、組織は適切なコミュニケー
ションや上級管理職からのメッセージを通じて、懸
念が真剣に受け止められ、公平に対応されているこ
とを示す必要があります。アカウンタビリティが「見
える」ことは、実際に責任を取ることと同じくらいス
ピークアップ文化には重要です。

また、組織の規模が傾向を左右することも変わりま
せん。小規模組織では 「措置なし」 の割合が高
く、大規模組織では契約終了の発生率に年ごとの変
動が見られ、ガバナンス構造や執行方針に違いがあ
ることがわかります。

取締役会や経営層にとって、こうした対応後の措置
の傾向は引き続き注視すべき領域です。一貫性、比
例性、透明性を確保した是正措置は、通報件数が増
加し、調査の複雑性が高まる中で、スピークアップ
制度への信頼を維持する上で不可欠です。総合的に
見ると、通報件数の増加、「措置なし」結果の減少、
調査期間の長期化は、アカウンタビリティの低下で
はなく、手続きの厳格化が進んでいることを示して
いると考えることができます。監督を継続的に行う
ことで、懲戒判断がしっかりと記録され、組織全体
で公平に適用されていることを確保することが重要
です。
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報告チャネルは引き続き進化 

Webからの報告は、頻度の点で引き続きホットライ
ンを上回っています。従業員のホットライン利用は 
3年間で減少した一方、Web利用は増加しました。
その他のチャネルを通じた報告もわずかに増えて
おり、ホットラインや Webといった正式なプラット
フォーム以外から寄せられる懸念を適切に把握す
ることの重要性が高まっています。

Web、ホットライン、その他のチャネルなど、利用可
能なすべての受付経路を追跡している組織は、限
られたチャネルのみを追跡している組織と比べて、
従業員100人あたりの通報件数の中央値が明らか
に高い という結果になっています。この差は重要な
ポイントを示しています。すなわち、可視性が高い
ほど、リスクの洞察も深まる ということです。すべて
の報告経路を一元管理・モニタリングしていない
場合、あるいはデータがバラバラのシステムに分散
している場合、組織は実際のリスク状況を過小評
価してしまう可能性があります。

Webからの報告は匿名である可能性が高いもの
の、事実認定率は引き続き高い水準を示していま
す。匿名Web報告が増加していること、そして事実
認定率が安定していることは、デジタルチャネルが
引き続き信頼性の高い実用的な情報を提供してい
ることの表れです。また、匿名の通報者とのフォロー
アップ対応が過去 5 年で最も高い水準に達してお
り、匿名性が必ずしも組織との有意義な対話を妨
げるものではないことが明らかになっています。

第三者通報者がWebを利用するケースも増加して
いるとはいえ、第三者からの通報の約半数はいま
だホットライン経由です。報告行動が変化を続ける
中、組織はすべてのチャネルが利用しやすく、広く
周知され、統合されたケース管理体制に組み込まれ
ていることを確保し、情報の一貫した可視化を維持
する必要があります。

第三者による通報は独立した重要 
なリスクシグナル 

2025年には、通報者属性として特定されたうち約
10%を第三者が占めていますが、第三者による通報
は、複雑なサプライチェーンやグローバルな事業運
営において、事業誠実性や財務リスクに対する外部
からの可視性を提供してくれます。

第三者からの通報は、従業員による通報と比較する
と、会計・監査・財務報告や事業誠実性に関する懸
念が寄せられることが断然に多く、取引・財務・規
制上のリスクに対する、外部だからこその視点があ
ることが浮き彫りになります。

第三者による通報の匿名性は従業員による通報ほ
ど高くはなく、外部ステークホルダーが通報を行う
とき、従業員とは異なるアプローチを取る可能性が
示唆されています。また、第三者からの通報が「措
置なし」と判断される割合は過去3年間で着実に減
少しており、これらの懸念がより意味のあるレビュー
や対応につながっていることを改めて示す結果とな
りました。

外部ステークホルダーのための利用しやすく信頼性
のある通報チャネルを維持することは不可欠です。
彼らの独自の視点が、組織内部では見えない、ある
いは報告されずに放置され得るリスクを浮き彫りに
することがあるからです。

未知で見過ごされがちなリスクを示す「その
他」カテゴリ 

この年のレポートで最も興味深く、説明の難しい発
見の一つが、この「その他」リスクカテゴリに関する
結果です。これまで「その他」は、既存のリスクカテ
ゴリに明確に当てはまらない事案の受け皿として扱
われてきました。2025年には「その他」の通報件数
はわずかに減少したものの、このグループでいくつ
か注目すべき変化が見られました。まず、「その他」
のケースクローズまでの時間が大幅に増加しました。
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また、事実認定されたケースにおける雇用関係の終
了は前年比で２倍以上に増えました。同時に、このカ
テゴリは事実認定率も上昇しており、全体の事実認
定率がやや低下した中での増加となっています。

これらの変化は注意深く観察する必要があります。
「その他」に分類される通報が、新たに発生しつつ
あるリスク、曖昧な懸念、あるいは企業文化とコン
プライアンスが交わる領域に位置する問題を表して
いるかもしれないからです。「その他」すなわち雑多
なものを一つにまとめたカテゴリで事実認定率や対
応後の措置の深刻度が高まり始めたのであれば、そ
れは、既存のコンプライアンスの分類体系では分類
しきれない新たなリスクや部門横断的なリスクがあ
る、あるいは分類方法自体に矛盾があることの表れ
なのかもしれません。

この傾向が見られる組織は、「その他」に含まれる事
案が、組織文化や業務運営の変化を反映しているの
か、または分類の一貫性や認識を改める必要がある
のかを判断することが重要です。

組織構造が通報・対応パターンに影響を与える

組織形態ごとに通報動向を分析すると、通報行動
や措置内容に意味のある違いがあることがわかりま
す。たとえば、データセット全体に占める割合は最も 
小さいものの、行政機関は中央値で最も高い通報件
数を示し、上場企業は最も低い水準となりました。
また、非上場企業は、上場企業と比較して、事実認定 
率が高く、雇用契約終了の頻度も高くなっています。

これらの違いは、規制監督、ステークホルダーの期
待、ガバナンス枠組みの違いを反映していると思わ
れます。組織形態そのものがプログラムの有効性を
決定するわけではありませんが、通報や対応のパタ
ーンがどのように現れるかには影響するようです。そ
のため、経営層にとっては、形態の似ている組織とベ
ンチマークを行うことが特に重要であり、傾向を適切
に解釈し、有意義な比較を行うための手がかりにな
ります。

利益相反の申告は組織文化について層の 
厚い洞察を与える

利益相反の申告は、組織文化を捉えるための、もう
一つの前向きな視点を提供します。2025年には、従
業員100人あたりの申告件数の中央値が 3.80件とな
り、EMEA/APAC 地域よりも米国で活動が多く見られ
ました。一般社員が最も多くの申告を占めている点は
変わりません。

一般社員においては、関係性や外部での就業に関わ
る申告が前年比で増加しており、利益相反に対する
認識が高まっていることが示唆されています。外部就
業に関する申告の増加は、労働市場の広がりや経済
状況の変化を反映している可能性もあります。一方、
経営層に最も頻繁にあったのは、取締役職や外部投
資に関する申告ですが、これは驚くに至りません。

ホットライン通報とは異なり、利益相反の申告は、疑
わしい不正行為ではなく、早期の透明性を反映して
いる場合が多くあります。申告活動が活発であること
は、ポリシーへの理解度が高いこと、期待される行動
が明確であること、そして潜在的な利益相反がコンプ
ライアンス上の懸念へと発展する前に従業員が安心
して表面化できる文化があることを示していると考え
られます。

このデータセットがさらに成熟していくことで、こうし
た積極的な申告慣行が通報件数、事実認定、対応後
の措置内容とどのように相関するかについて、より深
い洞察が得られるようになるでしょう。ガバナンス担
当者にとって、申告は、より事後反応的な指標である
内部通報データを補完する重要な要素であり、正式
な申し立てに至る前にリスクがどのように特定・管理
されているかを把握するための可視性を提供する役
目を果たします。
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信頼とアカウンタビリティの基盤としての 
コンプライアンスプログラム

2025年のホットラインおよびケース管理に関するベ
ンチマークデータを見ると、通報制度が引き続き、着
実に活用されていることがわかります。調査結果か
ら浮かび上がってくるのは、可視性の拡大、複雑性の
増大、アカウンタビリティに対する期待の変化によっ
て特徴づけられるコンプライアンス環境です。組織
がより多くのチャネルでより多くの懸念を把握するに
つれ、調査への負荷は高まり、統一性と比例性のあ
る対応がこれまで以上に重要になっています。

スピークアップ制度は、単なるデータではない、組織
文化が実際にどのように機能しているかに関するイ
ンサイトを提供します。通報の傾向から、従業員が
どこで安心して懸念を示すことができるのか、組織
がリスクをどのように評価しているのか、是正措置が
どのように適用されているのかが見えてきます。利益
相反の申告は、こうした情報に加え、潜在的なリスク
が正式な申し立てへと発展する前にどのように表面
化し、対処されているのかを把握できる、より前向き
な視点をもたらします。

このような環境において、ベンチマークが欠かせな
いガバナンスツールであることは変わりません。通報
件数、事実認定率、調査期間、措置内容、申告活動
が、形態の似ている他の組織と比較してどう違うの
か、また似ているのかを理解することで、健全なばら
つきなのか、潜在的リスクのシグナルなのかを区別
することができます。

取締役会、CEO、コンプライアンス担当者にとって、
今後の進むべき方向性は明確です。つまり、通報お
よび申告活動の全体像を把握し続け、調査能力を件
数と複雑性に見合う水準に維持し、アカウンタビリ
ティが公正かつ納得できる形で実践されるようにす
ることです。経済的なプレッシャー、技術変化、 

労働力の移行が進む中において、強力なスピークア
ップ制度と申告制度の有無は、組織の健全性を示す
最も明確な指標の一つであり、組織が自らの価値観
を実際の行動でどれだけ体現しているかを示すもの
でもあります。

経営陣のための検討事項

今年の調査結果に照らし、取締役会とリーダーシッ
プチームが検討すべき優先事項は、以下のようにな
ります。

取締役会および経営層向け

•	 すべての通報および申告チャネルで完全な可視
性を維持し、データが一元化され、比較可能
で、状況に応じてレビューされるようにすること

•	 通報件数の増加やケースの複雑化に対応でき
るよう、調査体制およびガバナンスの監督機能
を充実させること

•	 是正措置や報復の動向、およびベンチマークデ
ータを継続的にモニタリングし、組織全体で、
公正で比例性があり信頼できるアカウンタビリ
ティが維持されるようにすること

コンプライアンス担当者向け

•	 Web、ホットライン、分散型チャネルなど、すべ
ての受付経路を統合し、一元的なケース管理フ
レームワークの中で運用することで、可視性とリ
スクインサイトを最適化すること

•	 調査ワークフロー、人材配置、分類方法を見直
し、解決までの期間の長期化や新たなリスクパ
ターンに対応できる体制を整えること

•	 明確なコミュニケーションと一貫した是正措置
の適用を通じて、スピークアップ制度への信頼
を強化すること
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地域別ベンチマーク比較

グローバルベンチマークが重要な基準点となる一
方で、地域別の比較は、世界各地域で通報状況や
調査結果がどのように異なるかについて、インサイ
トを増強します。文化的規範、規制環境、組織構
造の違いによって、従業員が懸念をどのように報告
するか、また組織がケースをどのように管理するか
が変わってくる場合があります。以下の地域別ベン
チマークでは、北米、南米、欧州、アジア太平洋地
域（APAC）について、通報件数、匿名性、事実認定
率、ケースクローズまでの期間、受付チャネル、 
リスクカテゴリの分布を比較しています。

地域指標をグローバルベンチマークと比較すると、
いくつかの顕著な違いが明らかになります。通報件
数は南米が最も高く、従業員100人あたり2.85件で、
グローバル中央値の 1.65 件を大きく上回っていま
す。一方、欧州（0.77 件）とAPAC（0.83 件）はかなり
低い水準にあります。南米のデータについては、他
地域に比べて参加組織数が少ないため、指標が外
れ値の影響を受けやすい点に留意する必要があり
ます。それでもなお、通報件数の高さが南米で一貫
している点は注目すべきです。 

匿名報告の割合も北米（52%）を除く地域でグロー
バル中央値（55%）より高く、特にAPAC（64%）、 
南米および欧州（いずれも 62%）でその傾向が顕
著です。調査期間にも地域差があり、北米は中央
値26日で最も早くケースをクローズしている一方、
欧州とAPACはどちらも中央値51日と時間がかかっ
てます。受付チャネルの違いも明確です。南米では
Web報告が75%を占めており、欧州やAPACにおい
ても主要なチャネルとして利用されています。一方、
北米では電話、Web、その他の受付方法がより均等
に分布しています。

リスクカテゴリの分布は地域を横断しておおむね一
貫しており、「職場での行為」が世界的にも地域別
でも最大の割合を占めています。ただし、地域差も
見られます。事業誠実性に関する通報はAPACと南
米で割合が高く、会計・監査・財務報告に関する懸
念は北米よりも欧州と APAC で多く見られます。 
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当社データベースの概要 

主な業種：

01 	 小売

02 	  医療・社会福祉

03 	金融・保険

04 	運輸・倉庫

05 	�  事務・支援サービス

06 	� 専門・科学・技術サービス

07 	�  輸送機器製造

08 	食品製造

09 	飲食サービス

10 	 教育サービス

11 	 情報

12 	 卸売業

92%
申し立て

申し立てVS問い合わせ（頻度）

8%
問い合わせ

北アメリカ
82.0%

通報場所別の通報（頻度） 

欧州
5.6%

オーストラリア
0.7%

アジア太平洋地域
5.6%

アフリカ
1.0%

中東
1.1%

南アメリカ
4.0%

25.4%

33.8%

40.8%

受付チャネル（中央値）

ホットライン

ウェブ

その他

組織数

4,052社
通報件数

237万件
従業員数

7,700万人
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グローバル

1.65

北アメリカ

1.86

南アメリカ

2.85

欧州

0.77

APAC

0.83

グローバル

55%

北アメリカ

52%

南アメリカ

62%

欧州

62%

APAC

64%

従業員100人あたりの通報件数
通報中央値 (MRV) 

匿名通報
MRV
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グローバル

44%

北アメリカ

44%

南アメリカ

41%

欧州

44%

APAC

45%

グローバル

28日

北アメリカ

26日

南アメリカ

34日
欧州

51日
APAC

51日

事実認定率
MRV

ケースクローズまでの期間 
組織の中央値
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北アメリカ

会計、監査および財務報告 職場での行為 企業資産の誤用、不正流用

ビジネスにおける誠実性 環境、衛生および安全 その他

南アメリカ

APAC

グローバル

欧州

北アメリカ
南アメリカ

APAC

グローバル

欧州

4.00%
4.90%

6.40%

4.30%

5.30%

3.80%
4.50%

5.40%

4.00%

4.80%

6.30%
7.70%

6.10%

6.40%

6.70%

20.00%
23.90%

24.50%

20.30%

21.60%

12.20%
19.20%

16.10%

12.70%

14.30%

53.80%
45.80%

44.10%

52.90%

50.00%

通報受付チャネル
頻度分布

リスクカテゴリとリスクタイプ - カテゴリ別のリスクタイプ
MRV

25% 34% 41%

26%

15%

10%

58%

61%

27%

29%

32% 42%

5% 20%

グローバル

北アメリカ

南アメリカ

欧州

APAC

75%

ホットライン ウェブ その他



Fortune 100 および 500 企業の 70% を含む、世界中の 1 万 3,000 以上の組織から信頼される 
NAVEX は、リスクとコンプライアンスソリューションのグローバルリーダーです。NAVEX One プラ
ットフォームは、リスクとコンプライアンスプログラムを促進し、類のない産業ベンチマークデー
タと洞察で組織を強化します。NAVEX One は、規制遵守と積極的なリスク管理を向上するため
に、企業、第三者、エコシステムのリスクの全体像を提供します。米国、欧州、アジアに拠点を置
き、世界中に顧客を持つ NAVEX は、ガバナンス、リスク、コンプライアンスの未来を定義します。 

当社の ブログをご覧になるか、 LinkedIn、 Facebook、 YouTubeでNAVEXをフォローいただけます。
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